
【東アジアへの視点】

1.   序文

　日本は貿易立国であり，港湾は経済・社会の発

展においてかけがえのない重要な役割を担ってい

る。日本の主な港湾は，かつて世界の港湾番付で

も上位にあったが，1990年代後期以降，世界ラン

キングは下がり続けている。2011年3月の東日本

大地震では，日本は1995年の阪神大震災よりさら

に深刻な経済損失を受け，日本の港湾もこれによ

るダメージを受けている。2012年，世界の経済発

展をめぐる様々な困難が存在し，欧州のソブリン

債危機は広がり続け，途上国の経済成長は鈍化し，

国際貿易に頼ってきた日本の港湾の発展も，さま

ざまな不確定要素に直面している。

　本稿では，まず2012年に日本の港湾のコンテナ

取扱量に影響を及ぼしうる不確定要素について分

析し，TEI@Iメソッドについて簡単に説明した上

で，最後にTEI@IフレームにCFMIK方法を用いて，

2012年の日本の5大港（東京港，横浜港，神戸港，

名古屋港，大阪港）のコンテナ取扱量の予測と分

析を示す。

2.   2012年に日本の港湾が直面する大き

　 な不確定性

　2012年，世界の経済成長は非常に厳しい試練

に直面している。世界銀行と国連の2大機関が，

2012年の世界経済について悲観的な見通しを示

した。世界銀行は，2012年の世界の経済成長率は

2.5％にとどまり，世界の貿易総額の伸び率は2011

年の6.6％を下回る4.7％になると予想した（World 

Bank，2012）。国連経済社会理事会は，2012年の

世界の経済成長率が2011年の2.8％から2.6％へ下

降すると予想，再び不況に陥るリスクが強まった

とした（United Nations，2012）。2012年，世界の

経済成長力が乏しいことで，日本の港湾は次のよ

うな不確定性に直面するだろう。

2.1   日本の港湾の発展に不利な先進国経済の成長

　　鈍化

　深刻な債務危機，脆弱な金融システム，高い失

業率や緊縮政策による需要の冷え込み，政界の膠

着状態や効率低下による意思決定システムの麻痺

は，今や先進国が抱える4大慢性病となっている

（United Nations，2012）。

　現在，欧州ソブリン債危機の悪影響はまだ抑え

込まれておらず，一部途上国や他の高所得国にも

影響が広がり始めている。これにより，世界の多

くの地域で資金調達コストが高騰し，途上国への

資本の流れが急激に弱まり，ひいては途上国の経

済発展にも影響が及ぶだろう。

　米国経済は2011年第3四半期から緩やかな回復

に転じたが，2012年11月の米大統領選挙までに，

米議会で大々的な景気刺激策について合意が形成

される可能性は低く，高止まりする失業率は，米

国経済の回復を支える強固な土台が欠けているこ

とを示している。もし，正規雇用での就業を希望

する非正規雇用者も失業者とみなせば，米国の

2011年12月の失業率は15％に達する。国連経済社

会理事会は，2012年の米国経済の回復は緩やかに

なり，「緩やかな減退」に陥るリスクも存在する
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とみている。

　世界的な金融危機や消費意欲の減退などの影響

で，2012年の日本の経済成長はさらに鈍化すると

みられる。日銀が2011年12月15日に発表した短観

（全国企業短期経済観測調査）によれば，製造業

大手の景気判断指数はマイナス4だった。日銀の

同年12月22日の発表では，景気判断が再び引き下

げられた。2012年1月には，国際通貨基金（IMF）

が2012年の日本の経済成長率（GDPベース）の

見通しを1.7％へ引き下げ（International Monetary 

Fund，2012），2012年の日本の経済発展に対して

悲観的な展望を示した。

　先進国の経済回復の動きが弱いため，世界の消

費市場も委縮するとみられる。2011年10月，高所

得国の世界の貿易成長に対する貢献度は，年換算

でマイナス9.3％に落ち込み，中でもEU諸国の輸

入は年換算で20.9％減少した。米国の輸入は年換

算でマイナス9.5％だった。世界銀行は，2012年の

世界貿易総額の成長率はわずか5.2％にとどまると

予想している（World Bank，2012）。世界の貿易総

額の伸びが鈍れば，港の貨物取扱量の成長も鈍り，

ひいては日本の港湾，さらには世界の運輸業界全

体に大きなダメージをもたらすことになろう。

2.2   途上国の発展減速により日本の港湾の取扱量

　　もダウン

　途上国は今や世界経済の成長において重要な役

割を果たしている。2012年，途上国の経済はなお

力強く成長すると見込まれるが，途上国は輸出へ

の依存が大きく，先進国の需要が先細りすれば，

途上国の経済成長も足を引っ張られることにな

る。国連経済社会理事会は，途上国の2012年通年

の経済成長率について，2011年の6.1％から5.6％

へ下降すると予想している。このうち，中国，イ

ンドの2大新興国の2012年成長率は，それぞれ8.7

％，7.6％となり，いずれも前年を1ポイント程度

下回るとみている（United Nations，2012）。

　東アジアや太平洋地域は，現在のところ日本に

とって最大の貿易相手先であり，途上国は現段階

において世界の経済発展を引っ張る主要なエンジ

ンであり，途上国の経済成長が減退すれば，日本

の対外貿易や港湾のコンテナ取扱量はさらに打撃

を受けるだろう。もし，先進国の需要冷え込みと

途上国の経済成長減速とが相乗効果を引き起こせ

ば，深刻な結果をもたらしかねない。

2.3   2012年東日本大震災による短期的ダメージは

　　薄れるも長期的影響は深刻化へ

　2011年，東日本大震災と巨大津波，そして原発

事故により，現地の被災企業のグローバルなサプ

ライチェーンは甚大な打撃を受け，資本商品や電

子器械の取引量が大幅に落ち込んだ。このうち，

東アジア諸国の受けた影響は特に深刻で，輸入需

要は6.5％縮小した。中国や韓国の輸入需要はそれ

ぞれ11.3％，13.7％減少した（World Bank，2012）。

ただし，日本の被災企業の生産能力は急速に回復

し，日本経済産業省が2011年8月1日に発表したア

ンケート結果では，被災地企業の80％以上がすで

に2011年6月時点で完全に生産能力を回復したと

答えており，残りの企業のうち70％が年内には完

全に回復するとした。日本の被災企業の生産能力

回復や，震災復興プロセスの推進に伴い，地震に

よる日本のダメージは2012年には次第に弱まるだ

ろう。

　ただし，今回の地震を受け，世界のサプライチ

ェーンは「オフショア」型から「ニアショア」型，

あるいは顧客近接地型へシフトしつつあり（楚，

2011），地震の長期的な影響は今後さらに深刻化

する可能性がある。

　「オフショア・アウトソーシング＋ジャストイ

ンタイム」モデルは，ハイテクや自動車などの業

界で広く採用されてきた。国際原油価格や輸送コ
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ストの上昇が続き，オフショア・アウトソーシン

グによるコスト面の優位性はすでに縮小しつつあ

る。アクセンチュア社のレポートは，物流・輸送

コストが上昇し続けているため，多くの米国の大

手製造会社が，生産の中心をアジアから北米，あ

るいはラテンアメリカといった，より消費地に近

い「ニアショア」へ移す用意をしていると指摘す

る。多くの米企業は，ニアショア・アウトソーシ

ングの好適地としてメキシコに目をつけている。

今回の日本の地震により起きた世界的なサプライ

チェーン危機は，グローバルなサプライチェーン

を抱える「オフショア」方式のリスクの高さを浮

き彫りにしており，今後は「オフショア」方式か

ら「ニアショア」あるいは顧客近接地での生産活

動にシフトする動きが加速するだろう。

　より生産地を原材料所在地ではなく，消費地に

近づける方法は，従来の世界の製造業の在り方を

一変させ，地域的な生産センターの形成を促す可

能性がある。たとえば，中国は将来的に「世界の

工場」ではなく「アジアの工場」となり，中国の

港のコンテナ取扱量はこれまでの急成長を維持で

きなくなるだろう。一方，北米やラテンアメリカ

などの港が躍進するかもしれない。ただし，こう

した調整プロセスは短期間で済むものではなく，

具体的なプロセスを注視していく必要がある。

2.4   地政学的要素の影響

　米国とその同盟国がイランに対して発動してい

る石油禁輸措置は，日本の港湾の貨物取扱量の成

長にはマイナスに働くだろう。イランは世界第3

位の石油輸出国であり，うち約20％が欧州に輸出

されている。もし，石油禁輸措置により原油価格

がさらに高騰すれば，欧州の経済にとっては追い

打ちとなり，ひいては世界経済の健全な発展にも

影響を来たすだろう。

　日本は世界第3位の石油純輸入国であり，うち

約9％の石油をイランから輸入している。日本が

イランに対する石油禁輸措置に参加すれば，日本

経済にある程度の損失をもたらす可能性がある。

　2012年，日本の港湾は多くの不確定性に直面す

るとみられ，従来の方法で確実な予測を行うのは

難しい。本稿では，TEI@IのフレームにCFMIKメソ

ッドを適用することで，2012年の日本の主要港の

コンテナ取扱量について，予測と分析を行いたい。

3.   TEI@IメソッドとCFMIK予測

　 メソッド

　よく用いられる単一予測モデルには，時系列解

析（ARIMA，s-ARIMA，VAR，VECM等），回帰

分析法，人工知能計算（SVM，ANN）等がある。

また，Bates and Granger（1969）が示した統合型複

合予測モデルは，複数の単一モデルそれぞれの長

所を兼ね備えているとして，注目されている。こ

れら手法は，今後の事態がこれまでの法則性を受

け継いで推移することが，大前提である。しかし，

現実の世界は複雑であり，不確定性が大きく，さ

まざまな非常事態による影響を受けることもしば

しばであり，予測作業に大きな困難をもたらして

いる。

　Wang（2004）が発案したTEI@Iメソッドは，各

種複雑なシステムの問題を効果的に解決できるも

ので，すでにいくつかの分野における応用で成功

事例がある（田，汪，華，2009；閻，徐，部ほか，

2007；張，索，斉ほか，2010）。TEI@Iの核となる

のは，テキストマイニング（Text mining），計量経

済学（Econometrics），知能アルゴリズム（Intelligent 

algorithm）の的確な統合（Integration）である（図

1を参照）。このメソッドでは，時間系列からの線

形成分の抽出に計量経済学の各種の線形モデル

が，非線形成分の抽出に知能アルゴリズムが，（予

期されない）ショックによる影響の抽出にテキス

トマイニングが，それぞれ用いられる。この3つ

�



【東アジアへの視点】 2012年  月6【東アジアへの視点】

の部分を，専門的なシステムを用いて統合するこ

とで最終的な結果を求めるものである。詳細は，

Wang, Yu and Lai（2005）を参照していただきたい。

　CFMIK（Combined Forecast Method Integrating 

Contextual Knowledge）とは，TEI@Iメソッドをベ

ースに，一連の状況知識を統合することで予測を

導く方法である。ここで使用する状況知識は，複

合予測の際に必要になる単一モデルの選択，直接

予測や多段法予測のタイミング選択，統合に用い

る単一モデルの数などの判断に用いられ，予測の

精度を効果的に高めるものである。CFMIKの予測

手順は図2の通りである。詳細はHuang, Xiao and 

Wang（2011）を参照していただきたい。
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4.   日本五大港2012年コンテナ取扱量

　 予測

　この小節ではCFMIK方法を用いて2012年の東

京，横浜，名古屋，神戸，大阪の5大コンテナ港

の取扱量を予測する。図3に，日本5大港のコンテ

ナ取扱量の推移傾向図を示した。

4.1   単一予測モデルの選択

　図3を見ると，5港のコンテナ取扱量の時系列が，

いずれも比較的強い線形トレンドを持つ非定常な

時系列であることが分かるため，ここでは傾向分

析法が採用できる。まず，X11を用いて季節調整

を行う。調整後の時系列は主に線形トレンドを示

すため，ARIMAモデルを用いて調整後の時系列を

予測するが，ある程度の非線形トレンドも含まれ

るため，BP-ANNも合わせて予測に用いる。2012

年には，世界経済の直面する大きな下振れリス

ク，世界の貿易総額伸び率の大幅な落ち込み，日

本の震災復興プロセスの推進などの要因があるこ

とを踏まえ，本稿では各港につきそれぞれ3つの

ARIMAモデル，3つのBP-ANN単一予測モデルを

採用した。紙面節約のため，ここでは神戸港のみ

の単一予測モデルを例示する（表1）。

4.2   予測方式の選択

　通常よく使用される予測方式は，直接予測と

多段法による予測の2種である。直接予測とは，

　　　　　　を用いて　 までを予測することを

指す。多段法とは，まず　　　　　　を用いて 

　を予測したのち，さらに　　　　　を用いて 

　を予測し，これにより　が得られるまで推計

を重ねるものである。

　本稿ではMSE（Mean Squared Error）解析を用い

た方法で，予測方式を選択する（Huang, Xiao and 

Wang，2011）。観測系列として　を設定し，　を観

測系列の平均値，　を観測系列の標準偏差とする。

また，予測系列として　を設定し，　を予測系列

の平均値，　を予測系列の標準偏差とする。　は 

　及び　の相関係数である。MSEは次の式に分解

される。
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　このうち　　　　は観測系列と予測系列の変動

幅の差異を，　　　　は観測系列と予測系列の絶

対値の差異を，　　　　　は非系統的誤差を示して

いる。もし　　　　，　　　　および　 　 　 　

の値がいずれも小さい場合，これは予測系列の

平均レベル，変動性の面で観測系列をより的確に

フィッティングしやすく，かつ観測系列が重大な

偶発事態の影響を受けていないことを意味してお

り，この場合は直接予測方式を採用するのが望ま

しい。逆に，　　　，　　 　 および　　　　　

がいずれも大きい場合，これは予測系列の平均水

準，変動性の面で観測系列を十分に予想しにくく，

かつ観測系列が重大な偶発事態の影響を受けたこ

とを意味しており，この場合は直接予測方式を採

用すると情報ロスが大きくなり，予測効果が落ち

る。このため，多段法による予測を採用した方が

効果的である。本稿では，5港すべてで多段法を

採用した。

4.3   予測結果の統合

　単一予測モデルの欠点を補うために，複数の単

一モデルを用い，予測結果を統合する必要があ

る。理論的には，互いに独立した単一予測モデル

を統合してこそ，良い統合効果が得られため（Yu, 

Wang and Lai，2007），多くの予測モデルの中から

互いに独立した関係にある予測モデルを選別する

ことが，予測の前提となる。Huang, Xiao and Wang

（2011）では，構造化と求解の二段構えのシンプ

レックスを用いて，この問題を効果的に解決して

いる。本稿では，Huang, Xiao and Wang（2011）と

同じ方法で独立した単一予測モデルを選別した上

で，AFTERメソッド（Yang，2004）を用いて統合

した。

　AFTER（Aggregated Forecast Through Exponential 
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Reweighting）メソッドは複合的な予測方法であり，

その原理を簡単に述べると次の通りである。

　　　　　　　　は第 t期の観察値を，

は第 jモデルの第T+1期の予測を示すものとする。

予測値の分散は　　　とする。一方，第 jモデルの

予測結果の計算配分は次の通りである。

　このうち　は先験的情報であり，もし先験的情

報がなければ，　　　　としてよい。第T+1期の複

合予測値は，次の通りである。

　以上の分析に基づけば，欧州ソブリン債危機が

急激に悪化せず，日本の震災復興プロセスが順調

に進んだ場合，2012年の日本五大港におけるコン

テナ取扱量は，表2のように予想される。

5.   予測結果の分析

　予測結果を基に，特に注目すべき問題として，

次のいくつかを挙げる。

　（1）2010年下半期以降，横浜港のコンテナ取扱

量は減少傾向が続いている。2011年の横浜港のコ

ンテナ取扱量は前年比で約6％減少した。ただし，

日本の震災復興プロセスの推進により，被災地に

比較的近い横浜港の輸送ニーズが高まるとみら

れ，2012年横浜港のコンテナ取扱量は前年比で3.6

〜4.2％程度の成長が見込まれる。

　（2）日本の他の大型港に比べ，東京港や横浜港

は被災地に近く，復興用物資の輸送でより多くの

役割を担うとみられる。このため，2012年の両港

のコンテナ取扱量の成長率は，日本の震災復興の

進展に左右される部分が大きいだろう。地震が引

き起こした放射能漏れ事故，交通遮断などにより，

震災後5 ヵ月の時点で，被災地のガレキ処理作業

の進捗はようやく31％に達したところである。日

本の環境省は，被災地のガレキ処理をすべて終え

るには，2013年までかかるとみている。2012年の

段階では，東京港・横浜港における復興事業関連

の運輸需要は，さほど大きく拡大しないだろう。

　（3）世界経済の成長減退に伴い，日本の5大港（横

浜港を除く）の2012年コンテナ取扱量の伸び率は，

2011年より大幅に縮小するだろう。

　（4）表1では低い成長率を示したが，これさえ

楽観的数字であり，欧州のソブリン債危機が大き

く悪化せず，なおかつ日本の震災復興がスムーズ

であることを前提としている。欧州の高所得国の

情勢は今のところ制御可能であるものの，危機が

さらに拡大し，市場が欧州各国へのこれ以上の資

金調達を拒めば，状況はさらに悪化する。さらに，

日本国内では，電力供給のひっ迫，国内経済の不

景気，復興予算のひっ迫などの問題を抱えており，

これら問題が適切に解決されない場合，5大港の

コンテナ取扱量の伸び率は，さらに大きく落ち込

むだろう。
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